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業界レポート

ゴム製品製造業
産業分類コード19
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市場概要

① 営業種目
タイヤ・チューブ製造業、

ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品製造業、

ゴム製・プラスチック製履物・同付属品製造業、

その他のゴム製品製造業

② 業界規模
約11兆円

上場企業数 18社

非上場企業数 3,056社

③ 業界サマリー
ゴム製品製造業は、「タイヤ・チューブ製造業」、「ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品製造
業」、「ゴム製・プラスチック製履物・同付属品製造業」に大別されるが、生産量から「タイヤ・
チューブ製造業」と「ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品製造業」が中心となる 。それぞれの
分野で扱う出荷割合・販売先・製品は以下の通りである。

【タイヤ・チューブ】 51％

（販売先） ： 主に自動車メーカー、ディーラー等へ販売

（ 製品 ） ： 自動車用タイヤ、自動車ゴム部品、ゴムホース、ゴムチューブ等

【ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品】 41％（32％+９％）

（販売先） ： 自動車業界、建設業界、鉄道業界、機械業界、IT業界

（ 製品 ） ： 各種ゴム部品、防振ゴム等

（業界としての特徴）

・斯業界は、「タイヤ・チューブ」、「ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品」が全体の92％を占め
ている。

・取扱い製品は多岐に渡るが、販売先の中心となるのは自動車業界であることから、自動車業界
の生産台数に業績が左右される。

・ゴム製品は、価格変動が比較的小さく、品質に優れている「合成ゴム製品」と、価格変動が大き
いが、環境面で優れている「天然ゴム製品」に大別される。

・ゴム製品は、売上高の約40％を占める原材料費の高さが特徴である。天然ゴム製品・合成ゴム
製品は、それぞれの原材料である天然ゴム（ゴム樹）・ナフサ（石油）の価格の変動によって、収益
も大きく変動する。

・自動車タイヤの国内市場は成熟期であり、海外への進出がポイントである。自動車メーカーの海
外進出に合わせて、タイヤ製造も海外に生産拠点を置いているため海外販売比率が高い。

ゴム製品別出荷額（2017年）

（出所）一般社団法人日本ゴム工業会
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・自動車タイヤ

原材料 製品の特長 主要製品用途

合成ゴム

天然ゴム

・ナフサ（石油製品）

・天然ゴム（ゴム樹）

・品質が安定。

・耐久性、耐熱性、耐候性、

耐摩耗性に優れている。

・弾力性、粘着性、伸長性、

引き裂き強度に優れる。

・環境面に配慮。

・工業用ゴム製品

価格

・石油価格や為替の影響により、

価格が変動するが、天然ゴムと比

べて価格が安定している。

・原材料の生産地域が限られてい

るため、需給関係により、価格変

動が大きい。

ビジネスモデル

ゴム製品は、ナフサ（石油製品）が原材料の合成ゴムと、天然ゴム（ゴム樹）が原材料の天然ゴムに
大別される。合成ゴムは、比較的価格変動が少なく、価格が安定している点が特長であり、耐久性、
耐熱性、耐候性、耐摩耗性が優れている。一方、天然ゴムは価格変動が大きいが、弾力性、粘着性、
伸長性、引き裂き強度に優れ、生産時のCO₂排出量が少ないなど環境面にも優れている点が特長
である。
一般的に、天然ゴムは、自動車タイヤに使用され、合成ゴムは耐久性を重視する工業用ゴム製品
に使用されることが多い。自動車タイヤは見込生産であり、工業用ゴム製品は、汎用品は見込生産、
特注品は受注生産となっている。
ゴム製品製造業は、原材料によって製造工程が異なっており、天然ゴム製品は、製造の加工工程
において「素練り作業」を要する。

以下の表は、合成ゴムと天然ゴムの比較及び、ゴム製品の製造フローをまとめたものである。
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合成ゴム・天然ゴムの比較表

配合工程 加工工程 成型工程 加硫工程 検査・ 出荷

主原材料の決定。

各種原材料の種類・量を決定。 混合工程

・素練り作業

天然ゴムを使用する際に

必要な作業

・混練り作業

天然ゴム、合成ゴムを均一

に分散する作業。

・この時点のゴムは配合ゴムと

呼ばれ、成型しやすい性質であ

る。

最終製品に必要

な寸法・形状を有

する商品の組立

作業。

成形工程でできたゴ

ム製品に熱と圧力を

加えることで、耐久

性・弾性の減少を防

止する。

ゴム製品の製造工程
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業界動向

ゴム製品は、自動車・鉄道業界、IT業界、機械業界、履物業界と幅広い分野に利用されている。
販売先の業界の景気動向により、収益の影響を受けやすい業界であるといえる。また、自動車タイ
ヤは、海外販売比率が高く、海外に生産拠点を転換している企業が多い一方、工業用ゴム製品は
国内生産の割合が高い。

天然ゴム製品の原材料費である天然ゴムは100％を輸入に依存している。天然ゴム価格は、新
興国における資源バブル以降は、低下推移しているものの、近年底打ち感が出ていることから、今
後の価格動向には注意が必要となる。

日本を含む先進国においては、自動車の環境規制強化への対応と、安全運転技術の開発が今
後の主要なテーマとなっている。自動車の環境規制強化に伴い、自動車タイヤにおいても環境に配
慮した製品（低燃費タイヤ等）への注目が高まっている。日本ゴム工業会は、2020年度までに全て
のゴム製品生産時のCO₂排出量を2005年度比で15％削減するという目標に取り組んでおり、
2017年度時点では2005年度比で10％削減を達成している。他の製造業界と同様に、今後も地
球温暖化対策の推進が期待されている。

他の製造業と同様に、ゴム製品においても高機能化が他社との差別化のポイントになる。自動車
タイヤにおいては、低燃費タイヤや、パンクをしても走行可能なランフラットタイヤ、一年中利用でき
る全天候型のオールシーズンタイヤの開発が進み、工業用ゴム製品では、省エネベルトや長寿命コ
ンベアベルト等の開発が進んでいる。国内外の企業との競争を見据えて、今後も継続的な技術開
発や新製品開発が求められる。
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（出所）経済産業省
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財務指標分析

（安全性分析）
自己資本比率と借入依存度は、製造業全体とほぼ同水準を確保している。流動比率は製造業
全体と比べて49.4ポイント高い一方、固定比率は製造業全体と比べて18.1ポイント低いことから、
斯業界は比較的安全性が高い業界であることがうかがえる。

（収益性分析）
売上高総利益率・売上高営業利益率・売上高経常利益率は、製造業全体と比べ低い水準と
なっている。売上高に占める原材料費の割合が高いことが、低収益の主な要因となっている。

（効率性分析）
売掛債権、買掛債務、棚卸資産の各回転期間は、製造業全体と比べて短期間であることから、
製造業の中でも比較的効率性の高い業界であることがわかる。また、設備投資効率は98.1％と製
造業全体を16.3ポイント上回っており、生産の効率性も高いことがわかる。

業界標準値
比較業界： 製造業全体

中小企業庁：平成28年度中小企業実態基本調査
財務省：平成28年度法人企業統計調査

ゴム製品製造業 製造業

自己資本比率（％） 46.3 47.6

流動比率（％） 198.0 148.6

固定比率(％) 89.1 107.2

借入依存度(％) 28.7 28.4

売上高総利益率（％） 17.1 21.3

売上高営業利益率（％） 3.0 4.4

売上高経常利益率（％） 3.5 6.1

売掛債権回転期間（か月） 2.1 2.4

買掛債務回転期間（か月） 1.5 1.6

棚卸資産回転期間（か月） 1.0 1.3

設備投資効率（％） 98.1 81.8

安全性

収益性

効率性
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与信限度額の考え方

■与信限度額の設定方法

与信限度額とは、取引において自社が許容する信用供与の最大額であり、いかなる時点でも超過
してはならないものである。与信限度額は、「必要かつ安全な範囲内」で設定する必要がある。必要
な限度額は、取引実態を基に算出し、安全な限度額は、自社の財務体力や取引先の信用力（格
付）を基に算出する。

●与信金額（必要な限度額）

実際の取引において、必要となる与信金額。ゴム製品製造業に対して発生する与信取引としては、
「売買取引」が挙げられ、継続取引における必要な与信金額は、以下のとおり算出される。

与信金額＝ 月間の取引金額× 回収サイト

取引を行う際には、自社の取引条件が斯業界の平均水準から大きく乖離していないか確認すべき
である。買掛債務回転期間の業界標準値が「斯業界の平均的な支払サイト」を表しているため、「月
間の取引金額×買掛債務回転期間の業界標準値」によって、与信金額の基準とすることができる。

ゴム製品製造業に対する平均的な与信金額＝ 月間の取引金額× 1.5か月

●基本許容金額（安全な限度額）

基本許容金額は、自社の財政がどの程度の貸倒れまで耐えうるかを予め計ることで、自社の体力
を超える取引に対する牽制機能を働かせるものであり、自社の財務体力と取引先の信用力を考慮し
て算出する。一例として、自社の自己資本額に対して、取引先の信用力（格付）に応じた割合を安
全な限度額とする方法がある。

基本許容金額＝ 自社の自己資本額× 信用力に応じた割合
（例 ： A格10％、B格５％、C格３％、Ｄ格0.5％、E格0.3％、F格０％）

●売込限度額（安全な限度額）

販売先において、自社との取引シェアが高くなり過ぎると、自社が取引から撤退することが困難とな
る恐れがある。そのため、取引先の信用力（格付）に応じて取引シェアに上限を設けるべく、取引先
が抱える買掛債務額の一定割合を売込限度額として設定する方法が考えられる。

売込限度額＝ 買掛債務額× 信用力に応じた割合
（例 ： A格30％、B格20％、C格15％、Ｄ格10％、E格６％、F格０％）

仮に、取引先の売上高情報しかなく、買掛債務額が不明な場合であっても、売上高総利益率の
業界標準値（17.1％）と、買掛債務回転期間の業界標準値（1.5か月）から、以下のように買掛債務
額を推定することができる。

買掛債務額＝ 売上高/12[月商] × （1-0.171）[原価率] × 1.5（か月）[買掛債務回転期間] 

＝ 売上高× 0.104
（例：売上高100億円・Ａ格の場合：100億円×0.104[買掛債務額]×30％[信用力に応じた割合]＝3.12億円）



Copyright © 2018 Riskmonster.com  All rights reserved. 【Confidential】
6

与信管理のポイント

ゴム製品製造業においては、取扱製品の種類が多岐に渡り、自動車業界を中心に幅広い業
界に販売しているため、販売先業界の景気動向によって、業績が左右されやすい。主要な製品
項目や取引割合、販売先、販売先の業界動向を把握することが重要である。

ゴム製品は、売上高に占める原材料費の割合が高いことから、原材料である天然ゴム（ゴム
樹）価格や石油価格の変動に留意する必要がある。また、製造原価率が高い業界なので、生産
設備の稼働率を確認して、効率的な生産ができているか、業界平均水準の収益性を確保できて
いるかを確認したい。

決算書分析上の注意点としては、他の製造業と同様に、在庫を用いた決算操作に注意する。
斯業界は、平均的な棚卸資産回転期間が比較的短期間であるため、長期化している場合に
は、不良在庫や架空在庫の可能性があるので、注意したい。

近年、斯業界では特に、環境に優しい商品が求められている。耐久性の強い製品だけでなく、
環境面に配慮した製品が注目されているため、中長期的に必要とされる技術を確保すべく、継
続的な設備投資や研究開発を行っているかがポイントになる。

参考資料
中小企業庁：平成28年中小企業実態基本調査
一般社団法人日本ゴム工業会：ゴム製品の生産・出荷・在庫の統計
業種別審査辞典（一般社団法人 金融財政事情研究会）
業界地図（業界地図 2017年度版： 東洋経済新報社）
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リスクモンスター株式会社（以下、当社）は当コンテンツに掲載されている情報の正確性について
万全を期しておりますが、当社は利用者が当コンテンツの情報を用いて行う一切の行為について
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